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05.キャリア教育支援による地域活
性化策について
一家庭・地域・学校と産業界を
結ぶNPOの活動-
小中政治(大津市企業局技術監理課、修士(都市政策)) 
1 .現代の子ども達を取り巻く社会環境と教育
振興基本計画
急速な社会環境の変化により、現代日本では、様々
な社会問題が噴出しています。
例えば、若年層の就業に関わる問題(ニート問題、
フリーター)や地方部での犯罪の増加などの問題も、
高度経済成長期にはほとんど予測しえなかった社会問
題です。
これらの社会問題は、いずれも核家族化による家庭
での対話の不足や地域コミュニティ ーの希薄化などが
根底の要因にあると考えられており、犬家族や村社会
の時代を懐古する中、我が国本来の家族のあり方や地
域社会のあり方が再考されているところです。
現代社会が抱えるこのような問題を解決するには、
ごく身近なところからコミュニケーションを活性化さ
せ、家族や地域の人々などの身近な人間関係を緊密に
していく乙とが第一段階であると考えられています。
つまり、身近なコミュニケーションを活性化させるこ
とにより、子ども→家族→地域へとコミュニケーショ
ン・ネットワークが広がり、より良いコミュニケー
ションの循環が期待できるという考え方です。
一方、政府が策定する初めての教育振興基本計画
が、平成20年7月l日に閣議決定されましたが、政府
はこの基本計画について、 60年ぶりに改正された教
育基本法の理念を実現し、教育再生に道筋をつけるた
めに、極めて重要なものと位置づけています。今後10
年間を通じて目指すべき教育の姿に、「義務教育修了
までに、すべての子どもに、自立して社会で生きてい
く基礎を育てるJこと、義務教育以降の教育を通じて
「社会を支え、発展させるとともに、回際社会をリー
ドする人材を育てるJことを掲げ、さらに、「世界トッ
プの学力水準J、「昭和60年代の体力水準への回復」、
「知の創造・継承・発展に貢献できる人材の育成jな
どの目標を明らかにするとともに、これらを達成する
ために今後5年間において取り組むべき施策について
も総合的 ・体系的に示しています。
策定当時の渡海紀三朗文部科学大臣は、この教育
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振興基本計画の策定に際して、 「教育の振興は政府だ
けで成し得るものではなく、地方公共団体、学校、保
護者、地域住民、企業、社会教育団体、民間教育事
業者、 NPO、メディアなど、まさしく社会全体で取り
組むことが求められます。今後の社会の変化や国際競
争の激化等の中で、教育の発展なくして我が国の持続
的発展は考えられません。我が国の未来を切り拓く教
育の実現に向けて、私たちは、本計画の着実な実施に
全力を挙げて取り組んでまいります。国民の皆様にお
かれでも、今後一層のご理解とご協力をお願いいたし
ますJというメッセージを送っています。
2.教育振興による課題解決のための指針
政府が策定した教育振興基本計画では、次のように
課題設定しています。
『都市化、少子化の進展や経済的な豊かさの実現な
ど社会が成熟化する中で、家庭や地域の教育力の問題
や、個人が明確な目的意識を持ったり、何かに意欲的
に取り組んだりすることが以前よりも難しくなりつつ
あることが指摘されるようになっている。こうした状
況の中で、近年、教育をめぐって、子どもの学ぶ意欲
や学力 ・体力の低下、問題行動など多くの面で課題が
指摘されている。また、官民の分野を問わず発生し社
会問題化した多くの事件の背景には、社会において責
任ある立場の者の規範意識や倫理観の低下があるとの
指摘がある。さらには、社会を構成する個人一人一人
に、自ら果たすべき責任の自覚や正義感、志などが欠
けるようになってきているのではなL功ミと懸念する意
見もある。このような状況は、経済性や利便性といっ
た単一の価値観を過剰に追求する風潮や、人間関係の
希薄化、自分さえ良ければ良いという履き違えた「個
人主義」の広がりなどがあいまって生じてきたものと
見ることもできる。しかしながら、経済などの一面的
な豊かさの追求のみによっては真に豊かな社会を実現
することはできない。我が困社会を公正で活力あるも
のとして持続的に発展させるためには、我々の意識や
社会の様々なシステムにおいて、 社会 ・経済的な持続
可能性とともに、人として他と調和して共に生きるこ
との喜びゃ、そのために求められる倫理なども含めた
価値を重視していくことが求められている。同時に、
近年、少子高齢化、高度情報化、国際化などが急速に
進む中で、我が国では、社会保障、環境問題、経済の
活力の維持、地域間の格差の広がり、世代をまたがる
社会的・経済的格差の固定化への懸念、 社会におけ
る安全・安心の確保などの様々な課題が生じている。
我々を取り巻くこうした国内外の様々な状況の変化を
踏まえつつ、課題に立ち向かい、乗り越えるための知
恵と実行力をいかに生み出していくかが、今まさに問
われている。J(，教育振興基本計画(H20.7. l)Jより抜粋)
3.子どもの自立と地域課題の解決のための
具体的方策
国の中期目標(教育振興基本計画(平成20年7月1
日閣議決定))では、学校 ・家庭・ 地域の連携・協力
を強化させて、社会全体の教育力を向上させることの
重要性を示し、長期目標(向上)では 『義務教育修了
までにすべての子どもに自立して社会で生きていく基
礎を育てるとと』を目指すべき教育の姿として掲げて
います。
それでは、学校・家庭・地域の連携・協力を強化さ
せ、社会全体の教育力を向上させることによって、子
どもの自立を促し、社会で生きていくための基礎を育
むために、具体的にどのよう取り組みが必要となるの
でしょうか。
子どもたちの主な生活の場面である学校・ 家庭 ・地
域を、どこで、どのようにして連携・協力させるの
か、そして社会全体の教育力を向上させるのか。その
結果、全ての子どもに自立して社会で生きてpく基礎
を育てることが出来るのか。
そのためには、今の主な生活の場面(家庭・学校 ・
地域)だけでなく 、将来、自らの生活(自立)の場面
となる「社会(産業界)Jを連動させる必要があります
し、出来るだけ、義務教育の早い段階から連携・強化
させるシステム設計が必要だと考えます。
また、同じ行政区域内の地域課題であっても、都市
部の小中学校区と農山漁村部の小中学校区では、地域
の条件や抱える課題が異なります。例えば、都市部で
は核家族化が進み、両親と学校などの限られた人間関
係が起因するいじめや登校拒否、引きこもりなどが問
題視されていますが、農山漁村部においては、生活至
便な都市部への就学 ・就職機会の増加により、青少年
の流出が進み、その結果、農林水産業の担p手不足に
苦慮しているなど、地域が抱えている課題もケース・
パイ ・ケースです。よって、広域的で画一的な連携・
強化を考えるよりも、先ずは地域(小中学校区)ごと
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の現状を知り、その打開策を練り込んでいく必要があ
ります。「全ての子どもの社会的な自立Jのため、子
どもと、家庭・地域・学校 ・自然環境 ・歴史・文化 ・
産業など、多種多様なファクターを包括し、連携させ
るツール(施策)が必要です。
4.キャリア教育支援事業「仕事人と語ろう!J 
について
地域社会を構成する様々なファクターを連携させ
る手法の一つに、平成15年度以降、神戸のNPO法
人キャリア&ライフサポートセンターが実施している
「仕事人と語ろう!Jというキャリア教育支援事業があ
ります。
「仕事人と語ろうリとは、様々なジャンルの“仕事
人"と称する職業人を学校や公民館等に招き、 仕事を
していく上での厳しさや楽しさなどを本音で、語っても
らうという職業人の出前授業です。多種多様な “仕事
人"から提供される本音の職業講話を親子で聞くとと
によって、子ども達には幅広い職業観が養われること
が期待できますし、家庭や地域においては、 「仕事」
をテーマにした対話によって、コミ ュニケーションの
活性化が期待できるものです。
また、地域で活躍する“仕事人"の講話を聞くこと
によって、「仕事Jを通して、地域を見る目・考える
力が養われることになり、地域の人々に役立つ仕事
や、自分自身が地域で生活していくことの意義につい
て考えるきっかけとなります。
「仕事人と語ろうリは、このような効用により、 子
ども達を取り巻く社会環境の健全化に寄与する取り組
みであると考えられます。
5.おわりにー今後の展開についてー
キャリア教育支援事業 「仕事人と語ろう!Jは、 筆
者がリーダーを務める“おうみ未来塾 「仕事人と語ろ
うリグループ"と、滋賀県教育委員会事務局と県内
学校の担当教員の連携・協働により取り組む事業で
あり、 実施対象は主に滋賀県内の小中学校となってい
ます。当グループでは、グループが発足した2010年
度以降の4年間で、延べ27小中学校(大津、彦根、草
津、守山、野洲、長浜、高島、湖南、甲賀の9市及び
県立を含む公立の小中学校)、2公民館(米原、長浜)
で実施しており、年々要望件数 ・実施件数が増えてい
ます。今後も滋賀県教育委員会事務局からの依頼や県
内の学校からの直接依頼があれば、学校担当者と打ち
合わせを行い、児童 ・生徒や主催者の希望に合わせ
たコーディネート(仕事人の人数、職種、 会場設定な
ど)を行っていきます。
また、2011年3月11日に発生した東日本大震災では、
太平洋沿岸地域住民の生活基盤、教育基盤、産業基
盤が壊滅的なダメージを受けました。当該事業は、も
<実施状況>
保育士
一級建築士
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ともと阪神大震災後の神戸市で立ち上げられたNPO
ライフ&キャリアサポートセンターにより、平成15年
度以降、 取り組まれてきた施策であり、そもそも、震
災により崩壊した地域コミ ュニティーや地域住民のメ
ンタル面、地域の将来を担う子ども達の夢をサポート
する“まちづくり事業"として始められたものです。
東北地域のハード復興(生活基盤等の復興)が一段
落する時期を見計らい、震災以前の地域活力を蘇らせ
るためのツールとして、東北各地において「仕事人と
語ろうリが活用され、住民の方々の内的復興に役立
てていかれるととを期待したいと思います。
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